
   

1 

令和６年４月１日  

 

尼崎市立下坂部小学校建替整備事業に係るＤＢ発注者支援業務 公募型プロポーザル募集要領 

 

本募集要領は、本市が実施する尼崎市立下坂部小学校建替整備事業に係るＤＢ発注者支援業務

の委託にあたり、最も適切な者を当該業務の受託候補者として特定するための公募型プロポーザ

ルの手続、審査の概要及び参加資格要件等を示したものであり、別途公表する「尼崎市立下坂部

小学校建替整備事業に係るＤＢ発注者支援業務公募型プロポーザル評価要領」（以下「評価要領」

という。）、「尼崎市立下坂部小学校建替整備事業に係るＤＢ発注者支援業務公募型プロポーザル様

式集」（以下「様式集」という。）と一体のものとして扱う。 

 

１ 業務の概要 

⑴ 業務名 

尼崎市立下坂部小学校建替整備事業に係るＤＢ発注者支援業務 

⑵ 業務目的 

本業務は、尼崎市立下坂部小学校建替整備事業（以下「本事業」という。）のデザインビル

ド（以下「ＤＢ」という。）事業者を選定した上で、この者と契約を円滑に締結するため、本

事業におけるこれまでの検討経緯や基本計画の内容を十分に把握し、かつ、豊富なマネジメ

ント能力を有する事業者に、ＤＢ事業者の選定に係る業務を委託する。 

⑶ 業務内容 

詳細は別紙仕様書（案）を参照すること。ただし、契約時において受託者の提案内容によ

り仕様書の内容は一部変更することがある。 

ア 公告資料の作成 

イ 技術検討資料の作成 

ウ ＤＢ事業者募集に係る選定手続の支援 

エ ＤＢ事業者募集に係る提案評価の支援 

オ ＤＢ事業者との契約締結に至るまでの支援 

カ その他の支援 

⑷ 委託期間（予定） 

本業務の受託者とは令和６年度業務を良好に履行した場合は令和７年度業務においても、

予算の範囲内で随意契約により業務委託を締結する予定である。 

  ア 令和６年度業務 

・尼崎市立下坂部小学校建替整備事業に係るＤＢ発注者支援業務委託（その１） 

・契約締結の日から令和７年３月３１日まで 

  イ 令和７年度業務 

・尼崎市立下坂部小学校建替整備事業に係るＤＢ発注者支援業務委託（その２） 

・令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 
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２ 本業務に係る各年度の費用の上限（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

令和６年度業務 12,573 千円 

令和７年度業務 16,401 千円（予定額） 

※ 提案価格（見積額）が上限額を超過した場合は、失格とする。 

 

３ プロポーザルの参加資格要件 

本プロポーザルに参加する者（以下「応募者」という。）は次の要件をすべて満たす単独企業

とする。 

なお、参加資格の確認基準日は参加表明書の提出日とし、確認基準日以降、契約締結の日ま

でに参加資格を欠く事態に至った場合には失格とする。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であ

ること。 

⑵ 尼崎市契約規則（昭和４１年規則第６号）第４条に規定する競争入札参加有資格者名簿【測

量等】に登載されている者であること。 

⑶ 尼崎市入札参加停止等の措置に関する要綱に基づく入札参加停止を受けていない者である

こと。 

⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続の開始又は更生手続開始の申

立てがなされていない者であること。また、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基

づく再生手続の開始若しくは再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

⑸ 自己又は自社の役員等が、暴力団（尼崎市暴力団排除条例（平成２５年条例第１３号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（尼崎市暴力団排除条例第２条第３号に

規定する暴力団員をいう。）若しくは暴力団密接関係者（尼崎市暴力団排除条例第２条第４号

に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者をいう。）のいずれかに該当しないこ

と。また、その経営に実質的に関与していないこと。 

⑹ 平成２６年４月１日から公示日までに契約履行が完了した業務のうち、次に掲げる同種業

務を元請として受注した実績を有すること。 

 なお、業務実績は本社・支店等を含む企業全体の実績とする。（グループ会社は含まない。） 

同種業務：ＤＢ方式又はＰＦＩ方式による設計業務・建設工事の事業者選定に係る発注者支

援業務。この場合のＤＢには実施設計からのＤＢも含むものとする。 

 

４ 業務実施上の条件 

業務の実施においては、次の条件をすべて満たすこととする。 

なお、応募者が業務の一部を再委託することは可能とするが、この場合は再委託を受けよう

とする者（以下「協力企業」という。）についても、あらかじめ調書を提出すること。 

⑴ 管理技術者、主任技術者及び照査技術者は応募者に所属しており、恒常的な雇用関係が３

か月以上あること。 

⑵ 管理技術者、主任技術者及び照査技術者はいずれも兼務していないこと。 

⑶ 管理技術者は上記３－⑹の同種業務の経験を有すること。 

⑷ 技術面の検証は、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建

築士事務所の登録を受けた事務所に属する一級建築士が行うこと。 
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  なお、上記３－⑵以外の本社、支店等が一級建築士事務所登録をしている場合は、登録を

受けた事務所に属する一級建築士でも可能とする。（証明する資料を添付すること。） 

 

分担業務分野 業務内容 

管理技術者 契約の履行に関し、業務の管理及び統轄等を行う 

主任技術者 管理技術者のもとで業務を担当する 

照査技術者 成果物の内容について技術上の照査を行う 

 

５ 事業者選定の概要 

⑴ 受託候補者の特定 

市は、公募型プロポーザル方式による選定にあたり、中立かつ公正な審査を目的とした、

尼崎市立下坂部小学校建替整備事業に係るＤＢ発注者支援業務委託事業者選定会議（以下、

「選定会議」という。）を設置し、募集要領等に基づく各種書類の提出を応募者に求め、評価

要領による審査を行い、受託候補者を特定する。 

なお、選定会議は非公開とする。 

 

⑵ 選定スケジュール 

項目 日程 備考 

① 募集開始（公示） 令和６年４月 １日（月） ＨＰ公開 

② 質問書の提出期限 ４月１０日（水）午後５時まで  

③ 質問書への回答 ４月１６日（火）まで ＨＰ公開 

④ 参加表明書等の提出期限 ４月１８日（木）午後５時まで  

⑤ 参加資格審査： 
書類審査結果通知 

４月２６日（金）まで  

⑥ 業務提案書等の提出期限 ５月１５日（水）午後５時まで  

⑦ 業務提案審査： 
書類・ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ審査 

５月下旬  

⑧ 特定結果通知 ６月上旬 
受託候補者 

１者 

⑨ 契約締結 ６月上旬（予定）  
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６ 応募にあたっての質疑 

⑴ 質問書の受付 

本プロポーザルの内容について質問事項がある場合は、次のとおり質問書を提出すること。 

なお、質問書に関する記載方法等の詳細は様式集による。 

ア 提出期限 

令和６年４月１０日（水） 午後５時まで（必着） 

イ 提出方法 

電子メールにより、件名を「尼崎市立下坂部小学校建替整備事業に係るＤＢ発注者支援

業務（質問書）」として、本募集要領「１３ 問合せ及び書類の提出先」へ提出すること。 

⑵ 質問書への回答 

令和６年４月１６日（火）までに質問及び回答をとりまとめたものを市のホームページで

公開する。 

なお、質問への回答内容は本要領の追加又は修正事項として扱う。 

７ 参加資格審査 

前記３に定める参加資格について、応募者からの参加資格確認書をもとに審査を行う。 

⑴ 参加表明書等の受付 

参加表明書等は、次のとおり提出すること。 

なお、提出書類に関する記載方法等の詳細は様式集による。 

ア 提出期限 

令和６年４月１８日（木） 午後５時まで（必着） 

イ 提出方法 

原則として持参により、本募集要領「１３ 問合せ及び書類の提出先」へ提出（土日祝

を除く午前９時から午後５時まで）すること。 

なお、郵送による場合は、書留郵便等の記録が残る方法で提出すること。 

※ 郵送による場合での事故等による未着について、市は一切の責任を負わない。 

⑵ 参加資格審査結果の通知 

参加資格審査の結果は令和６年４月２６日（金）までに電子メールで各応募者へ通知する。 

 

８ 業務提案審査 

応募者からの業務提案書等（プレゼンテーションを含む。）の内容をもとに、選定会議におい

て評価要領に基づく審査を行う。ただし、前記４に定める業務実施上の条件を満たしていない

場合は審査の対象とせず、その旨を通知する。 

なお、応募者が１者の場合でも、本プロポーザルは成立するものとするが、最低基準点以上

の点数を得られなかった場合は、受託候補者として特定しない。 

業務提案書等に関して、商号、名称、ロゴ、住所又は氏名等、応募者や協力企業が特定でき

るような表現を用いてはならない。業務実績の案件名や受託先など固有名詞を含む表現や情報

を不可視状態にする、もしくは、記載しないこと。 

例）兵庫県尼崎市尼崎小学校ＤＢ発注者支援業務委託 

良い例：小学校ＤＢ発注者支援業務委託 
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：○○○○○○小学校ＤＢ発注者支援業務委託 

悪い例：Ｈ県Ａ市小学校ＤＢ発注者支援業務委託 

：貴市小学校ＤＢ発注者支援業務委託 

⑴ 業務提案書等の受付 

業務提案書等は、次のとおり提出すること。 

なお、提出書類に関する記載方法等の詳細は様式集による。 

ア 提出期限 

令和６年５月１５日（水） 午後５時まで（必着） 

イ 提出方法 

原則として持参により、本募集要領「１３ 問合せ及び書類の提出先」へ提出（土日祝

を除く午前９時から午後５時まで）すること。 

なお、郵送による場合は、書留郵便等の記録が残る方法で提出すること。 

※ 郵送による場合での事故等による未着について、市は一切の責任を負わない。 

 

⑵ プレゼンテーションの実施 

本業務の提案内容について、次のとおりプレゼンテーションを行う。実施日時及び開始時

間等の詳細は応募者数が確定した後、電子メールで各応募者へ別途通知する。 

ア 実施日時 

令和６年５月下旬（予定）  

イ 実施概要 

  プレゼンテーションの時間は ２０分、質疑の時間を１０分とする。 

プレゼンテーションは配置予定技術者のみ出席できることとし、管理技術者を必ず含む

最大４名の参加とする。また、応募者が判別できる着衣、記章等は禁止とする。 

プレゼンテーションで使用する資料は提出された業務提案書等に則した内容のみとし、

追加提案は認めない。（その他の資料は使用不可）。また、業務提案書等と併せてプレゼン

テーション出席者報告書を提出し、出席者を事前に報告すること。 

説明にあたっては紙資料または、PowerPoint の利用を認める。パソコン、プロジェクタ

ー、スクリーンは市で用意するが、ノートパソコンを持ち込むことも可能とする。本市の

パソコンを利用するかつ PowerPoint を利用する場合には、提案者は MicrosoftOffice2016 

Powerpoint で作動するファイルを作成し、ＵＳＢに記録し、当日持参すること。 

 

⑶ 特定結果（業務提案審査結果）の通知 

業務提案審査の結果（受託候補者の特定結果）は、令和６年６月上旬に電子メールで各応

募者へ通知する。また、後日、市のホームページにおいても、受託候補者は応募者名と最終

得点、次点候補者及び 3位以下の応募者は最終得点のみ公表する。 

 

９ 不適格事項 

次のいずれかに該当する場合は、受託候補者の選定・特定の前後を問わず失格とする。 

⑴ 提出期限、提出先等、必要書類の提出が定められた方法に適合しない場合 
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⑵ 提出された見積金額が各年度の委託上限金額を超える場合 

⑶ 提出された書類に虚偽の記載があった場合 

⑷ 提出された書類に重大な誤脱があった場合 

⑸ 審査の公平性を害する行為や信義に反する行為があった場合 

 

１０ 契約の締結 

受託候補者の特定後、業務提案書等をもとに業務仕様書を作成し、委託契約の交渉を行う。 

なお、契約締結に至らなかった場合、次点者と契約締結の交渉を行う。また、受託候補者と

なった者は、契約締結時に詳細な内訳書を含む見積書を提出すること。 

契約保証金等、契約にあたっては尼崎市契約規則に基づくこととする。 

 

１１ 支払条件 

各年度の業務完了後、適法な請求を受けた日から３０日以内に支払う。 

 

１２ その他注意事項 

⑴ 参加表明書等及び業務提案書等の提出は、応募者１者につき１件のみとする。 

⑵ 本プロポーザルに関して応募者が必要とした費用は、すべて応募者の負担とする。 

⑶ 提出された書類は返却しないものとする。 

⑷ 参加表明書等及び業務提案書等の提出後は、提出書類の差替え及び追加等は認めない。た

だし、本市の判断により、記載内容確認のため補足資料の提出を求めることがある。 

⑸ 参加表明後に参加を辞退する場合は、辞退書を業務提案書等の提出期限の令和５年５月１

５日（水）午後５時までに持参又は郵送（必着）にて提出すること。 

⑹ 配置予定の管理技術者、主任技術者及び照査技術者は、傷病、死亡、退職等極めて特別な

場合を除き、履行期間終了まで変更できないものとする。これら極めて特別な場合にやむを

得ず配置技術者の変更を行う場合は、変更前と同等以上の技術者であることの本市の了解を

得なければならない。 

⑺ 提出された書類が著作物にあたる場合でも、尼崎市情報公開条例（平成１６年条例第４７

号）の規定に基づき公開する場合がある。 

⑻ 本業務の受託者及びその協力企業、並びにこれらいずれかの者と資本面若しくは人事面で

関係のある者は、尼崎市立下坂部小学校建替整備事業のＤＢ方式の設計施工者の選定におい

て、応募企業又は共同で応募する企業体の構成員（いずれも協力企業を含む）として参加す

ることはできない。 

⑼ 協力企業は、本プロポーザルの応募者や他の応募者の協力企業になることはできない。 

⑽ 本業務の受託者に対しては、別途ＤＢモニタリング業務を委託する予定である。 

⑾ 審査経過及び審査結果についての質問や異議には一切応じないとともに、審査経過は公表

しない。 

⑿ 契約にあたっては、本市が定めた業務委託契約書を使用する。業務委託契約書の書式につ

いては業務委託契約書｜尼崎市公式ホームページ (city.amagasaki.hyogo.jp)において事前

に確認すること。 
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１３ 問合せ及び書類の提出先 

尼崎市教育委員会事務局管理部施設課（担当：笹原、鈴木、春名） 

〒６６１－００２４ 尼崎市三反田町１丁目１番１号 

電話：０６－４９５０－０３１０ 

ファクス：０６－６４２７－６００４ 

電子メール：ama-shisetsuseibi@city.amagasaki.hyogo.jp 

以 上   

mailto:ama-shisetsuseibi@city.amagasaki.hyogo.jp

